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2021年11月15日
一般社団法人 日本自動車部品工業会

環境対応委員会 生産環境部会
環境保全分科会

「環境保全分科会活動の紹介」、「環境自主行動計画」
について

１．環境対応委員会 生産環境部会について

２．環境保全分科会の取り組み

３．JAPIA ホームページの紹介

４．JAPIA「環境自主行動計画」と経団連「循環型社会形成

自主行動計画」について（資源循環を中心に）

2021年度 環境保全分科会 説明会

資料１
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１）2021年度 環境対応委員会組織
※（ ）内は参画会社数

環境対応委員会 幹事会
作成 2021年5月31日

総合技術委員会

環境対応委員会（21社）

事務局：JAPIA 技術部

幹事会（6社）

製品環境部会（25社）

生産環境部会（7社）

温暖化防止推進分科会（10社）

工場用化学物質分科会（12社）

環境保全分科会（11社）

（ トヨタ紡織 平 主査 ）

幹事会（15社）

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（9社）

LCA分科会（16社）

物質調査システム分科会（29社）

化学物質規制対応分科会（41社）

鉛規制対応分科会（24社）

IMDS渉外対応分科会（13社）

製品環境総括部会（13社）

渉外担当幹事会（7社）

１．環境対応委員会 生産環境部会について
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２）生産環境部会の活動について

会員企業
情報、事例・ガイダンス提供による

法規、リスクへの先取り対応、取り組み促進
経産省、環境省

・環境活動協力要請への対応
・産業界が影響を受ける
法規や政策への意見出し

工業会（国内外）

・産業界ルール立案
の協力要請対応

（自工会、日化協等との連携）

温暖化防止、工場用化学物質
環境保全の3分科会で活動

生産環境部会

活動
の狙い

生産環境部会の重点活動と対外的な関わり

経団連

・業界目標達成への貢献
低炭素社会実行計画

循環型社会形成自主行動計画など

・産業界が影響を受ける
法規や政策への意見出し

・部工会共通の生産環境課題への対応
・関連団体・行政との連携、協議による

会員共通課題への対応と有益情報の提供

・環境異常・事故ゼロ、法規順守
・環境負荷の削減（第9次環境自主行動計画〈14頁参照〉の達成）
・新たな活動への対応（カーボンニュートラル、水有効利用、資源循環）
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１）取り組みの狙いと取り組み事項（～2020年度）
２．環境保全分科会の取り組み

取り組み事項 主な実施・展開事項

１．日本で培った技術、

管理の共有・移転

■海外展開のベースモデル整備 (ガイダンス整備・普及）

・生産に関わる環境法規リスト 初版（第１．１版）

（「生産環境保全に関わる環境法規一覧」を２０１９年度に「法規リスト」に改定）

・「生産に関わる環境法規制対応ガイダンス」２版

（上記「法規一覧」改定にあわせて２版に改定）

・「生産に関わる環境法規制対応ガイダンス補足資料集」３版（第３．２版）

■水資源の有効利用への対応(ガイダンス整備・普及）

・「水資源の有効利用取り組みガイダンス」初版（第１.１版）

■他業界、および先進企業取り組みの調査・展開

２．法規、リスクの

先取り対応

■法規情報の把握・展開
・法規制・動向の情報収集と影響分析、意見出し
※WET、改正土対法、廃棄物処理委託時の情報伝達等

・法規動向の展開（HP､説明会等）

３．環境負荷低減、改善活動

の共有、活動水平展開

■環境自主行動計画目標の達成、改善活動の共有

・廃棄物、水資源の有効利用改善事例の収集・展開

■先進取り組み企業の取り組み調査・見学会

■ＨＰへの情報掲載、成果説明会・講演会の継続実施

１．日本で培った技術、管理の共有・移転

２．法規、リスクの先取り対応

３．環境負荷低減、改善活動の共有、活動水平展開

・生産のグローバル化 、化学物質規制の強化

・グローバルでの環境規制の強化
⇒会員企業や国内外子会社における

環境保全法規順守、異常・事故ゼロの達成
⇒リスク最小化、環境負荷低減取り組み強化

取り組み分科会発足の背景・狙い

※朱記：今回の説明会での紹介事項
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2025年中期計画取り組み骨子 2021年度の取り組み例

１．世界の潮流・日本の新規環境
政策、直近法規・規制への対応

１．廃棄物、資源循環関連を重点に継続・新規に
ウォッチ・対応検討

・廃棄物処理委託時の情報伝達規制動向（継続）
・サーキュラーエコノミーへの対応（新規）
・「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の

動向把握（継続）
２．水関連法規・技術動向ウォッチング

２．仕入れ先管理への対応 サプライチェーンマネジメントへの対応

３．従来取り組み(ガイダンス、
説明会、企業見学会等）の充実
（※2020年度までの主な取り組み）

１．公布・改正法規のスクリーニングによるガイダンス＆法規
リストの最新化・充実

２．法規リストの充実（欧米法規への英語表記追加）
３．説明会（ｏｎ-ｌｉｎｅ予定）開催による情報展開
４．先進企業見学会実施（感染状況により実施判断）

（１）環境保全分科会2025年中期計画
2025年中期計画を2019年度に策定

（２）取り組み骨子と取り組み例
※2020年度までの主な取り組みは、ベースとして継続取り組み。

２）２０２１年度以降の取り組みについて

※朱記：今回の説明会での紹介事項
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一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

２０２１年３月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

初版

（第１.１版）

生産に関わる環境法規リスト

ＪＡＰＩＡ

■生産に関わる環境法規制
対応ガイダンス

２０２０年３月

■生産環境保全に関わる環境法規一覧

～
２
０
２
０
年
３
月

■「生産に関わる環境法規制対応

ガイダンス」補足資料集
1
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7
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21
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「生産に関わる環境法規制対応ガイダンス」

一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

2018年3月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

補足資料集

JAPIA

３版
（第３.2版）

索引
１．発行の狙い
２．法規リストの構成
３．法規リスト

１）国別法規リスト
：
：

２）法規の特徴
：

・改定履歴
・裏表紙

（発行日、 発行所、
編集者）

JAPIA 生産環境保全に関わる環境法規一覧　初版（第１．４版）

法規名 情報提供機関 法規名 情報提供機関 法規名 情報提供機関 法規名 情報提供機関

日本 大気汚染防止法 環境省 水質汚濁防止法 環境省
廃棄物の処理及び清掃に関
する法律

環境省 騒音規制法 環境省

韓国

大気環境保全法
(대기환경보전법
Clean Air Conservation Act)

環境部
(대한민국 환경부
Ministry of environment )

水質環境保全法
(대기환경보전법
Water Quality and
Ecosystem Conservation
Act)

環境部
(대한민국 환경부
Ministry of environment )

廃棄物管理法
(폐기물관리법)

環境部
(대한민국 환경부
Ministry of environment )

騒音･振動管理法
(소음ㆍ진동관리법)

環境部
(대한민국 환경부
Ministry of environment )

中国 大気汚染防治法 国務院環境保護部 水汚染防治法 国務院環境保護部 固体廃物汚染環境防治法 国務院環境保護部 環境騒音汚染防治法 国務院環境保護部

台湾 空気汚染防制法 行政院環境保護署 水汚染防治法 行政院環境保護署 廃棄物清理法 行政院環境保護署 騒音管制法 行政院環境保護署

北
中
南
米

米国

大気浄化法
The Clean Air Act

ＥＰＡ 水質汚濁防止法
The Clean Water Act

ＥＰＡ 資源保存及び回復法
The Resource
Conservation
and Recovery Act

ＥＰＡ The Noise Control Act ＥＰＡ

CEPA ：ｶﾅﾀﾞ環境保護法
Canadian Environmental
Protection Act

環境省（国） CEPA ：ｶﾅﾀﾞ環境保護法
Canadian Environmental
Protection Act

環境省（国） CEPA ：ｶﾅﾀﾞ環境保護法
Canadian Environmental
Protection Act

環境省（国） CEPA ：ｶﾅﾀﾞ環境保護法
Canadian Environmental
Protection Act

環境省（国）

ONTARIO REGULATION
419/05  (Ont.Reg.419/05)

環境省（州） Ontario Water Resources
Act  (R.S.O.1990,C.O.40)

環境省（州） R.R.O.1990,REGULATION
347  (R.R.O.347/90)

環境省（州） BY-LAW NUMBER 113-79 環境省（州）

水　　質(Water) 廃　棄　物(Waste) 騒　　音(Noise)

ア
ジ
ア

カナダ

　　
大　　気(Air)

（地域限定の標準有）

保全対象

（注意事項）
・国レベルの代表的な法規名称を表記していますが、全ての法規を網羅しているとは限りません。
また、州、省レベル等の地域の法規については,、原則として表記していません。
・法規要求事項等の法規内容については, 各国情報提供機関のウェブサイト等より原典をご確認ください。
・自動車部品工業会会員会社の主要進出国２８ヶ国の法規を表記していますが、その他の国については
各社にて法規調査の実施をご検討ください。凡例 ―： 該当法規無し

地域・ 国 名

調査対象とした法律

・調査法規：工場における生産に関連し、大気、水質、廃棄物、騒音、振動、臭気及び土壌の
それぞれを保全対象とする国レベルの環境法規名称と法規情報提供機関

・調査対象国：自動車部品工業会会員会社の海外主要進出国２８ヶ国

２版

２
０
２
０
年
４
月
～

■生産に関わる環境法規制
対応ガイダンス

■「生産に関わる環境法規制対応

ガイダンス」補足資料集
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

「生産に関わる環境法規制対応ガイダンス」

一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

2018年3月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

補足資料集

JAPIA

３版
（第３.2版）

変更無し

“「地域の特徴」と「法規一覧」を統合”

■生産に関わる環境法規リスト

３）取り組み例の紹介（ガイダンス等の成果物を中心に）
（１）ガイダンスの整備・普及

①法順守関係

法規管理と各法規制対応の推奨事項を

まとめた運用ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ（日・英有り）

主要進出先２８ヶ国の環境保全法規整備状況
（大気、水質、廃棄物、振動・騒音、臭気、土壌についての国レベルの法規一覧）

・ｶﾞｲﾀﾞﾝｽを補完する

要領・事例等の資料集

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

生産に関わる環境法規制対応ガイダンス

一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

２０１８年３月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

JAPIA

初版
（第１.４版）

・日本での対応内容
・海外展開上の留意事項
・地域の特徴

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

生産に関わる環境法規制対応ガイダンス

一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

２０２０年３月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

２版

JAPIA

改定２版
「地域の特徴」を「法規の
特徴」として法規リスト

に移行・統合

・日本での対応内容
・海外展開上の留意事項
・地域の特徴

改定にあわせて名称変更※法規リストの改定内容詳細は後のプログラムで紹介
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②水資源の有効利用取り組みガイダンス<日本>

■ガイダンスの狙い

水の有効利用に関し、水リスクの把握・評価から効果的な

取り組み対策までの全体像を提示する。

■ガイダンスのポイント

委員会社の取り組みの集約 ＋ 先進企業の取り組み

調査結果の織り込み（ありたい姿）

■2020年9月に改定 【初版（第1.1版）】

水リスク評価具体例として、４-２）-（３）にWWF Water Risk Filter

の最新バージョン 5.0（2018）等を追加

水資源の有効利用取り組みガイダンス<日本>

16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62

水資源の有効利用取り組み

一般社団法人 日本自動車部品工業会
環境対応委員会 生産環境部会

環境保全分科会

2020年９月

FOR LIMITED DISTRIBUTION

関係者外秘

ガイダンス＜日本＞

JAPIA

初版
（第1.1版）

17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

索 引

１．発行の狙い

２．ガイダンスの構成

３．水リスクについて

１）主な水リスク

２）水リスクに対する対応策

４．水リスクの評価

１）水リスクの評価ツール例

２）水リスクの評価の具体例

-１．代表的評価ツールについて

-２．代表的評価ツールによる評価具体例

（１）WRI Aqueduct water risk atlas

（２）WBCSD Global Water Tool

（３）WWF Water Risk Filter

-３．評価ツールによらない評価具体例

５．取り組み体系（ガバナンス）

６．行動指針の紹介

７．サプライチェーンに対する取り組み

８．規制・規制動向

９．地域のニーズ

10．水資源の有効利用取り組みと改善事例

改定履歴

：３

：４

：４

：４

：５

：５

：５

：６

：６

：６～９

：１０～１３

：１４～１９

：２０、２１

：２２

：２３

：２４

：２５、２６

：２７

：２８、２９

：３０

2

(２）取り組み推奨資料の紹介
■掲載資料

環境省「バリューチェーンにおける環境デユー・ディリジェンス入門」

■発行の狙い

サプライチェーンマネジメントを実行する企業やその対象事業者双方の

実務に役立つ手引書として、検討会を経て環境省が発行。(2020年8月10日）

■サプライチェーンマネジメント推奨資料として、JAPIA ＨP会員専用

サイトに掲載。

※「環境省 デュー・ディリジェンス」の定義

一般的には投資家（購入者）が投資判断（購入判断）を行うために必要となる事項に関する

詳細な調査をいうが、ここでは企業が重要な環境課題に関する道義的な責任または注意義務

を果たす上で実施すべき一連の行動プロセスとしている。
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(３）ガイダンス類、法規リスト、推奨資料の推奨利用方法

教育の資料

拠点監査等の事前確認

環境法規遵守
状況のチェック

・下記場面での利用を推奨。
・各社のﾆｰｽﾞ、ﾚﾍﾞﾙに合わせ、ｱﾚﾝｼﾞして活用。

積極的なご活用をお願いいたします。

・取り組みの体系化・標準化
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社間での取り組み・
法規情報の共有

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj8gtr2l7vSAhWKjLwKHau7BVsQjRwIBw&url=https://pixabay.com/ja/%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%83%88-%E8%B3%AA%E5%95%8F-%E7%B4%99-%E9%89%9B%E7%AD%86-%E8%B5%A4-%E3%82%B7%E3%83%BC%E3%83%88-158862/&bvm=bv.148747831,d.dGc&psig=AFQjCNGYb2s1273TOwqJGiNisTxwdxITzg&ust=1488659763244637
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① 「産業廃棄物削減」事例（192件収載）

(４）産業廃棄物削減、水資源使用量削減事例の掲載
・2014年度より定期収集、ホームページ会員専用サイトに掲載。
・改善要素の収集が概ね完了し、2020年度で収集を一旦終了。掲載は継続。

 JAPIA「産業廃棄物削減」事例集リスト ５版（～2020年9月収集） 

192 事例No.
事例
収集
年度

事例名称 工程 廃棄物種類 改善区分
実施状況

（対策実施年度） 実施拠点
対策費用

(千円)
対象台数

（対策範囲）
廃棄物削減量

(㌧/年)
低減効果額
（千円/年）

投資回収年数
(年） 企業名

1 WS14-001 2014 含油廃液の回収周期見直しによる廃棄物低減 - 廃油 発生源対策 2010 国内拠点 - - 3.7 304 - 愛三工業
2 WS14-002 2014 洗浄液廃液の処理方法変更による廃液廃棄物の削減 排水処理場 複合物、その他（ 洗浄液廃液 ） その他 2013 国内拠点 100 - - 2,592 0.04 (株)ジェイテクト
3 WS14-003 2014 温水洗浄機の廃液量削減 温水洗浄 複合物、その他（廃液） 発生源対策 2014 国内拠点 200 1 14.8 280 1 太平洋工業(株)
4 WS14-004 2014 M/C水溶性切削液の早期腐敗抑制による廃液量低減 切削加工 廃油 減容化 2013 国内拠点 - - 1.2 - - (株)デンソー
5 WS14-005 2014 レーザー加工機　集塵機フィルター寿命向上による廃棄物削減 レーザー加工 廃プラスチック類 減容化 2014 国内拠点 - - 0.2 2,474 - (株)デンソー
6 WS14-006 2014 ミストコレクターのフィルター改善による廃棄物低減 切削加工 廃プラスチック類 減容化 2014 国内拠点 - - 0.7 - - (株)デンソー
7 WS14-007 2014 減圧脱水装置導入による離型剤廃液の減量化 排水処理工程 汚泥 減容化 2012 国内/海外(中国) 25,000 3.0 200.0 5,600 4.5 豊田合成(株)
8 WS14-008 2014 海外輸入部品の固定方法変更による木屑低減 輸入部品の納入 複合物、その他（木屑） 発生源対策 2015 国内拠点 - - 0.7 - - 豊田合成(株)
9 WS14-009 2014 成形材料予備タンクへの攪拌機取付けによる長期休暇時の廃液低減 ウレタン成形工程 廃油 発生源対策 2013 国内拠点 - 10.0 0.6 18 - 豊田合成(株)

10 WS14-010 2014 洗浄廃液処理費の低減 接着剤塗布工程 廃油 発生源対策 2014 国内拠点 10 - 321.6 94 0.1 トヨタ紡織（株）
11 WS14-011 2014 接着剤塗布ロボットガン・ホース洗浄廃液量低減 接着剤塗布工程 廃油 発生源対策 2014 国内拠点 - - 7750.4 30 - トヨタ紡織（株）
12 WS14-012 2014 アルミ加工工程の切削油の持ち出し量低減 - 廃油 発生源対策 2010 国内拠点 256 35 16.8 312 1 愛三工業
13 WS14-013 2014 シートベルト用残糸廃棄量低減 紡織工程 - 減容化 2014 国内拠点 - - 4.8 - - トヨタ紡織（株）
14 WS14-014 2014 成形天井用ウレタンフォーム　物性評価枚数削減による廃棄物低減 物性評価試験 廃プラスチック類 発生源対策 2014 国内拠点 - - 0.3 215 - トヨタ紡織（株）
15 WS14-015 2014 高磁力マグネットセパレーター設置による研削油購入量の削減と廃油泥の削減 研削工程 廃油 発生源対策 2013 国内拠点 5,500 4 90.0 10,750 1 日本精工(株)
16 WS14-016 2014 高崎：２号棟一括給水装置更新 研削工程 汚泥 自社中間処理/減容化 2014 国内拠点 40,000 0 1416.0 1,646 18 日本精工(株)
17 WS14-017 2014 ブリケット設備の導入 研削工程 汚泥 有価物化 2012 国内拠点 29,700 0 530.0 25,800 1 日本精工(株)

５版発行 ２０２０年１２月
JAPIA生産環境部会

環境保全分科会

5版の主な改定内容

・２０２０年９月収集事例を追加（ＷＳ２０）

1 .工程：接着剤塗布工程 ３.改善区分

2.廃棄物種類 ■ 発生源対策（歩留まり改善、不良低減等）

□ 汚泥 □ 社内再利用(社外再生処理含む)

■ 廃油 □ 有価物化(売却）

□ 廃酸、廃アルカリ □ 自社中間処理(減量化）

□ 廃プラスチック類 □ 減容化(処理費低減）

□ 金属くず □ 逆有償ﾘｻｲｸﾙ化(     　　　　                   )

□ 複合物、その他（　　　　　　　　　） □  その他 （　　　　）

題
目

内
容

（
特
に
工
夫
し
た
点
を
図

、
写
真
等
で
記
載

）

電話又はＥ－ｍａｉｌ

○○株式会社

-
投資回収年数

(年）

改善前 改善後

０．１１０

作成者名

一般社団法人日本自動車部品工業会

環境部　環境管理室

作成部署名 ◇◇製造部△△室 担当者名

問
合
せ
窓
口

部署名

0123-45-6789○○　▽▽

☆☆　◎◎

会 社 名

洗浄廃液処理費の低減

対
策
効
果

＜産業廃棄物削減事例区分＞（１の工程名を記入。該当を■にして下さい。） 対策区分 WS14-18

　実 施 拠 点

■国内拠点

概
要

接着剤塗布ホースの洗浄方法を見直し、洗浄廃液処理費の低減、洗浄シンナーの使用量低減を図る。

対策費用
（千円）

□海外拠点
　　（国名：　　　　　　　　　）

作成年月日 平成  27 年 4 月21 日

実 施 状 況
■ 実施中　平成 26年から

□計画中 平成   年から

対象台数
(台、一式等)

タンクのフタ１つを使用し、車種の切り替えの際に
塗布ガンをシンナーで洗浄するが、ホースが長い為
シンナーを３回吹いて洗浄しなければ、ボンドが洗浄
出来なかった。

それぞれのﾀﾝｸにﾌﾀを設置し、ﾎｰｽ途中に切り替え

ｺｯｸをつける事により、ｼﾝﾅｰを通すﾎｰｽ長さを短縮した。
これにより、ｼﾝﾅｰ洗浄する際に１回吹けばﾎﾞﾝﾄﾞが

洗浄出来るようになり、洗浄廃液の低減、洗浄ｼﾝﾅｰ
使用量の低減が出来た。

（1回吹き）0.165ｇ/回×４回/日＝0.66kg

0.66㎏/日×２０日＝13.2㎏/月

（１缶１５㎏＝２,900円）

（3回吹き）500ｇ/回×４回/日＝2kg

２㎏/日×２０日＝40㎏/月

洗浄シンナー使用量（洗浄廃液）

洗浄シンナー使用量低減

40㎏－13.2㎏＝26.8㎏/月

26.8kg×12ヶ月＝32１.６Ｋｇ/年

洗浄シンナー購入金額低減

321.6kg÷15kg/缶＝21.44缶

2,900円/缶×21.44缶＝6２.１千円/年

洗浄シンナー使用量（洗浄廃液）

タンク蓋
入れ替え

タンク蓋
入れ替え

シンナー
洗浄

ホース
が長い

車種 Ａ 車種 B

ホース短縮

洗浄廃液低減

40㎏－13.2㎏＝26.8㎏/月

26.8kg×12ヶ月＝32１.６Ｋｇ/年

洗浄廃液処理費用低減

321.6kg×100円/kg＝３２.１千円/年

対策効果金額計

・９4.２千円/年

投資回収年数

・0.１年

⇒JAPIA「環境自主行動計画」の産業廃棄物最終処分量削減、再資源化率
向上等の資源循環推進、原価低減等にご活用をお願いいたします。
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②「水資源使用量削減＆水事情改善」事例（148件）

JAPIA「水資源使用量削減＆水事情改善」事例集リスト 7版　(～2020年9月収集）

148 事例No.
事例
収集
年度

事例題目 改善工程

　
改善区分

水資源使用量削減区分 水事情改善区分
実施状況

（対策実施年）
実施拠点 海外実施拠点国名

対策費用
(千円)

対象台数
（対策範囲）

水使用量削減量
(㌧/年)

低減効果金額
（千円/年）

投資回収年数
(年） 企業名

1 WT14-001 2014 冷却水および、雨水の再利用によるトイレ洗浄水の使用量低減  トイレ Ⅰ 使用量低減/再利用 ― 1999 国内拠点 ― ― ― 2440.0 54 ― 愛三工業㈱

2 WT14-002 2014 雨水利用トイレ  トイレ Ⅰ 雨水利用 ― 2009 国内拠点 ― ― 1.0 ― 520 ― 曙ブレーキ工業㈱

3 WT14-003 2014 コンプレッサー冷却水・蒸気ドレン水の再利用 工程設備（貫流ボイラー 　） Ⅰ 排水再利用 ― 1980 - ― 57,000 ― ― ― ― 太平洋工業㈱

4 WT14-004 2014 吸収式冷温水発生器の空冷ヒートポンプ冷温水機への更新 冷却・循環水 Ⅰ 使用量低減 ― 2014 国内拠点 ― 43,000 1.0 2700.0 ― 8.0 豊田合成㈱

5 WT14-005 2014 クーリングタワー補給水の水使用量低減 冷却・循環水 Ⅰ 使用量低減 ― 2012 国内拠点 ― ― ― 732.0 220 ― トヨタ紡織㈱

6 WT14-006 2014 熱処理工程　洗浄装置　サーモクーラー導入 工程設備 Ⅰ 使用量低減 ― 2015 国内拠点 ― 500 ― 119.0 40 12.0 日本精工㈱

7 WT14-007 2014 地盤沈下による漏水の対策 冷却・循環水 Ⅰ 漏れ対策 ― 2008 国内拠点 ― 1,500 ― 1800.0 35 ― ㈱ﾊｲﾚｯｸｽｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

8 WT14-008 2014 本社ビル空調方法変更 冷却・循環水 Ⅰ 使用量低減 ― 2010 国内拠点 ― 69,500 ― 2200.0 540 ― ㈱ﾊｲﾚｯｸｽｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

9 WT14-009 2014 地下水浄化による上水道使用量削減、及び災害時BCP対策とCSR/地域貢献事務所、食堂 Ⅰ その他(地下水の利用) ― 2014 国内拠点 ― ― ― 8500.0 - ― 日立ｵｰﾄﾓﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

10 WT14-010 2014 メッキ工程の井水使用量の削減 工程設備（　メッキ　　） Ⅰ 使用量低減 ― 2014 国内拠点 ― ― ― 1000.0 250 ― ボッシュ㈱

11 WT14-011 2014 生活排水処理水の水質改善による水使用量の削減 その他（生活排水処理場  ） Ⅰ 使用量低減 ― 2005 国内拠点 ― 14,000 ― 1192.0 390 36.0 矢崎総業㈱

12 WT16-001 2016 「節水バブル９０」による節水 その他（工場手洗い場） Ⅰ 使用量低減 ― 2016 国内拠点 ― 31/個 ― ― ― ― 愛三工業㈱

13 WT16-002 2016 飲料水送水メイン配管地上化による節水 その他(飲料水） Ⅰ 漏れ対策 ― 2014 国内拠点 ― 21,500 ― 22.0 500 ― 愛三工業㈱

14 WT16-003 2016 和式・洋式旧型水洗トイレの節水タイプ洋式トイレ更新による節水 トイレ Ⅰ 使用量低減 ― 2015 国内拠点 ― ― ― ― ― ― 愛三工業㈱

15 WT16-004 2016 Use aerators on the water tap.  トイレ Ⅰ 使用量低減 ― ― 海外拠点 チェコ ― ― ― ― ― 愛三工業㈱

16 WT16-005 2016 HEMAT AIR ACTIVITY（水節約活動）【SAVE THE WORLD】 事務所、トイレ Ⅰ 啓発による低減 ― 2016 海外拠点 インドネシア ― ― ― ― ― 愛三工業㈱

17 WT16-006 2016 排水再生設備の改善（国内） 冷却・循環水、工程設備 Ⅰ 排水再利用 ― 2015 国内拠点 ― 50,000 1式 ﾘｻｲｸﾙ率40％ ― 投資回収不可 アイシン精機㈱

18 WT16-007 2016 中国のクリーン生産基準（ﾒｯｷ排水リサイクル率）の遵守（中国広東省）工程設備（表面処理） Ⅱ ― 法規への対応 2015 海外拠点 中国 20,000 1式 中国のｸﾘｰﾝ生産基準遵守 ― 投資回収不可(法規対応） アイシン精機㈱

19 WT16-008 2016 有害物質含有排水の完全リサイクル設備の設置（中国広東省） 工程設備（表面処理） Ⅱ ― 法規への対応 2015 海外拠点 中国 80,000 1式 ｸﾛﾑ及びﾆｯｹﾙ系排水ゼロ ― 投資回収不可(法規対応） アイシン精機㈱

20 WT16-009 2016 ブラジルにおける工程排水の全量リサイクル装置の設置 工程設備 Ⅱ ― 地域ニーズへの対応 2016 海外拠点 ブラジル 50,000 1式 工程排水の放流ｾﾞﾛ ― 投資回収不可(地域ﾆｰｽﾞ対応) アイシン精機㈱

Ⅰ：水資源使用量削減
Ⅱ：水事情改善

7版発行 ２０２０年１２月
JAPIA生産環境部会

環境保全分科会

7版の改定内容

２０２０年度定期収集事例の掲載

（ＷＴ２０-００１～０２２）

1．工程 2．改善区分 作成年月日

□ 事務所 使用量削減

□ トイレ □ 漏れ対策

□ 食堂 ■ 使用量低減

■ 冷却・循環水 □ 再利用

□ 塗装工程 □ 啓発による低減

□ 工程設備（　　　　　　　　　） □ その他 （　　　）

□ その他（　　　　　　    　　　） 水事情改善

（保水機能等の地域ﾆｰｽﾞ、自然との共生に関わる改善） 　（国名：　　　　　　　　　）
□対応内容：

題
目

※水資源削減量、改善効果、対策費用に対する低減効果金額（千円/年）等を記入下さい。

日あたり低減量：　3.6㎥/日-0.6㎥/日　＝　3.0㎥/日
年間低減量：　3.0㎥/日×244日/年　＝　732㎥/年
コスト効果：732㎥/年×304円/㎥　＝　220千円/年

WT14-5

実 施 状 況

　実 施 拠 点

＜水資源使用量削減&水事情改善事例区分＞ （該当を■にして下さい。） 対策区分

□計画中 平成   年から

平成 24年 3月 30日 

概
要

□海外拠点

内田　孝

-

改善前 改善後

対
策
効
果

対策費用
（千円）

対象台数
(台、一式等)

内
容

（
特
に
工
夫
し
た
点
を
図

、
写
真
等
で
記
載

）

-

部署名

担当者名

電話又はＥ－ｍａｉｌ

■ 実施中平成 24年から

クーリングタワー補給水の水使用量低減

　空調機ドレン排水をクーリングタワーの補給水に利用することで、市水の使用量を低減する。

○○紡織株式会社

〇◎設備保全室

■国内拠点

一般社団法人日本自動車部品工業会

投資回収年数
(年）

-

問
合
せ
窓
口

会 社 名

作成部署名

作成者名

環境部

○○　◎◎

123-45-6789

熱交換後による蒸発のために
使用する補給水量：３．６㎥/日 （約3%）

空調機ドレン水を再利用することで
使用する補給水量：０．６㎥/日 （約0.8%）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

空調機
ドレン排水

水中ﾎﾟﾝﾌﾟ

クーリングタワー

蓋開

蓋閉

空調
室外機

クーリングタワー
ドレン排水集水桝

補給水



11/19
３. ＪＡＰＩＡ ホームページの紹介

１）ガイダンス、事例集、説明会資料等の成果物をホームページ
会員専用サイトに掲載

：ＨＰ会員専用サイト： 活動の記録 | 一般社団法人 日本自動車部品工業会 (japia.or.jp)

：閲覧にはログインＩＤ、パスワードが必要です。
・説明会・勉強会
・生産に関わる環境法規リスト

・生産に関わる環境法規制対応ガイダンス

・｢生産に関わる環境法規制対応ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ｣補足資料集

・水資源の有効利用取組ガイダンス

・環境省「バリューチェーンにおける環境デュー・ディリジェンス入門」

・廃棄物削減事例集

・水資源使用量削減・改善事例集

掲
載
資
料

会員専用サイト

https://www.japia.or.jp/only/work/?pageID=2


12/19２）ＪＡＰＩＡ環境情報誌(2017年度～）について
■発行の狙い

・環境対応委員会の最前線で活動している 委員の生の声を発信。

・環境情報の周知強化と環境対応委員会の活動状況をより広く

知っていただく。

■環境保全分科会の掲載号・テーマ
Ｖoｌ．１：水の有効利用取り組み先進企業の見学会報告

Ｖoｌ．２：「生産に関わる環境法規制対応ガイダンス」の紹介

Ｖoｌ．４：環境保全分科会のあゆみ

Ｖoｌ．５：「水資源有効利用取り組みガイダンス」の紹介

Ｖoｌ．７：「生産に関わる環境法規リスト」の紹介

■ＨＰトップページに掲載（ログインＩＤ、パスワード不要）

ＪＡＰＩＡ ＨＰトップページ

環境自主行動計画
（次頁以降を参照）

環境情報誌



13/19３）ＪＡＰＩＡ第9次環境自主行動計画（2021年度～）
2021年４月１日にＨＰトップページで公表



14/19４．ＪＡＰＩＡ「環境自主行動計画」と
経団連「循環型社会形成自主行動計画」について

１）2016年度以降の環境自主行動計画について

（１）経団連「循環型社会形成自主行動計画（2016～）」について（活動期間：2016年度～2020年度）

産業界として、名称を｢循環型社会形成自主行動計画」に変更して 、下記を目的に2016年度以降

についても、取り組みを継続。

（２）ＪＡＰＩＡ第8次「環境自主行動計画」について（活動期間：2016年度～2020年度）

・部工会としての環境取り組み指針とCO2排出量、産業廃棄物、VOCの数値目標を示す。

※数値目標は、個社ごとに状況があり、JAPIA全体として目標達成を目指す。

・廃棄物関連の数値目標（下欄参照）については、上記経団連計画に連動。

経団連 「循環型社会形成自主行動計画（2016年度～）」
JAPIA目標

JAPIA第８次「環境自主行動計画」

★目的

・循環型社会形成への貢献

・自主的取り組み

・取り組みを国民に広く理解いただく
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（３） 数値目標達成状況について

2019年度実績：最終処分量は目標達成を継続中、再資源化率は僅かに目標未達。

（※2020年度実績：集計中）

再資源化率

産業廃棄物最終処分量

（単位：％）（単位：万トン）

2020年度

目標
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１

・海洋プラスチック問題や諸外国の廃棄物輸入規制など、新たな課題への対応が必要。

・経団連、およびJAPIAの自主行動計画とも、2021年度以降についてもそれぞれ下記計画名称で、

同一の数値目標・定性目標、指針を設定し、取り組みを継続。

・廃棄物増要因が有り、再資源化率は直近で未達であり、「チャレンジ」と位置付け、取り組みを推進。

■経団連「2021年度以降の循環型社会形成自主行動計画」（活動期間：2021年度～2025年度）

■JAPIA :第9次「環境自主行動計画」

２）2021年度以降の環境自主行動計画について

４.５万トン以下

８５％以上

従来目標

２０２５年度

産業廃棄物

・最終処分量３.６万トン以下の維持にチャレンジする。

（2000年度比で７５％削減に相当）

・再資源化率８５％以上にチャレンジする。

（再資源化率に有価発生物含む）
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１

１

１）産業廃棄物関連数値目標

①産業廃棄物最終処分量

【背景・取り組み経過】

・取り組みの結果、早期に目標を達成し、2019年度実績として2000年度比76％の削減を達成。

・業界全体の取り組みにより、当初の狙いである処分場の逼迫問題が改善。

・最終処分量として横ばいの状況でもあり、

これ以上の削減はエネルギー消費増など低炭素社会の実現に逆行する場合も有る。

・海洋プラスチック問題や諸外国の廃棄物輸入規制強化などによる増加要因が有る。

【2021年度以降の取り組みの基本的な考え方】

循環型社会形成における産業界の最も代表的な指標である

最終処分量を「現状水準より増加させない」。

【削減目標】

3.6万トン以下（従来目標は、4.5万トン以下）

直近5年間平均（2014年～2018年度）の削減量とし、今後の5年間もその水準を維持し、

増加を抑制する。

⇒ 2025年度に3.6万トン以下とし、2025年度に2000年度比75％削減を目指す。
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１

１

２）経団連「業種別プラスチック関連目標」について
【背 景】

・海洋プラスチック問題やプラスチック資源循環の推進に関する課題については、一過性の

取組みでは解決出来ず、国際連携も重要となる。

・経団連では、更なる目標の充実を図るとともに、各業種の取組みを広く国内外に情報発信

するため、2021年度以降も引き続き、「業種別プラスチック関連目標」を設定して取り組む。

【JAPIAの対応】

・経団連取り組みに賛同し、海洋プラスチック問題および国内のプラスチック資源循環に取り組む。

・指針を第9次環境自主行動計画に織り込み、2021年度以降も引き続き、経団連循環型社会形成

自主行動計画の中で「プラスチック関連目標」を設定し、取り組みを推進する。

・具体的な目標については、次頁をご参照いただき、取り組み推進をお願いいたします。

②再資源化率

経団連では、個別業種ごとに設定する「独自目標」の扱いで、JAPIAとして再資源率を設定。

【背景・取り組み経緯】

・最終処分量目標達成への寄与。

・早期に目標到達したが、その後横ばいの状況であり、2019年度実績では僅かに目標未達。

【 2021年度以降の取り組みの基本的な考え方】

従来目標を踏襲し、目標達成を目指す。

【 目 標】

85％以上

⇒従来目標を踏襲し、目標達成を目指す。



19/19経団連「2021年度以降の循環型社会形成自主行動計画」における
下記3目標についてのJAPIA目標とＪＡＰＩＡ第9次「環境自主行動計画」との関係

１．産業廃棄物最終処分量 / ２．独自目標（業種ごとに設定） / ３．プラスチック関連目標（業種ごとに設定）

JAPIA 第9次「環境自主行動計画」
（全2頁中の1頁を示す。）

経団連「2021年度以降の循環型社会形成
自主行動計画」 ＪＡＰＩＡ目標

END

〔目標についての説明〕
●：数値目標 ■：定性的目標


